（別記様式第１号）

事業申請書類チェックシート
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名　○○市有機農業推進協議会　　　　　　　　　　　　　　　　

１　提案事業名（　　　地域有機農業推進事業　　　　　　　　　）

（注）１．提案事業名には、「有機農業推進団体支援事業（参入促進事業）」、「有機農業推進団体支援事業（普及啓発事業）」、「有機農業推進団体支援事業（調査事業）」、「有機農業等指導推進事業」、「地域有機農業推進事業」、｢地域有機農業施設整備事業｣、「土づくり対策推進事業」、「土づくり対策施設整備事業」の別に記入してください。
　　　　　 ２．複数の事業を提案する場合は、事業ごとに本紙を作成してください。

２　申請書類及び提出部数

	申　請　者

チェック欄
	申　請　書　類
	提出部数
	事　務　局

チェック欄

	□
	事業申請書類チェックシート
	１部
	□

	□
	公募申請書
	１部
	□

	□
	事業実施計画(添付資料を含む)

・「有機農業施設整備事業」又は「土づくり対策施設

整備事業」に係る見積、カタログを提出する場合

は、各１部提出
	７部

	□

	□
	事業実施経費の内訳（添付資料を含む）

・「有機農業推進団体支援事業」、「有機農業等指導推進
事業」、「地域有機農業推進事業」又は「土づくり対策

推進事業」を提案する場合に作成・提出

・設備備品費に係る添付資料は各１部提出
	７部
	□

	□
	承諾書（添付資料を含む）
・「有機農業推進団体支援事業」又は「有機農業等
指導推進事業」を提案する場合に作成・提出
・事業代表者とは別に分担事業者を置く場合は、
事業代表者、分担事業者ごとに作成・提出

	正本
１部

正本の写し

６部
	□

	□
	受信確認用返信はがき
	１枚
	□


（注）１．事務局チェック欄は記入しないでください。
　　　２．申請書類に漏れがないかチェックの上、本紙も提出してください。

（別記様式第２号）

第○○号
平成２０年○月○日

　農林水産省生産局農産振興課長　殿
住所：○○県○○市○○○○
名称：○○市有機農業推進協議会
代表者氏名：○○　○○　　　印　　　


　　　

平成２０年度有機農業総合支援対策に係る事業の公募申請について

有機農業総合支援対策公募要領第１１に基づき関係書類を添えて公募申請します。

なお、本申請に関する担当者は下記のとおりです。

記

（担当者）

所属・役職：○○市役所○○課○○係　主任
担当者氏名：○○　○○
電話番号：○○―○○○―○○○○
ＦＡＸ番号：○○―○○○―○○○○
e-mail：○○○＠○○．○○．○○
以上

（注）１．「有機農業推進団体支援事業」又は「有機農業等指導推進事業」の申請である場合は、（　　）及び下記は省略する。

２．別添として、申請者の所属する組織の概要を明らかにした資料を添付してください。
（別添）

組織の概要データ

	提案事業名
	地域有機農業推進事業

	組織の名称
	　○○市有機農業推進協議会



	設立年月日

（予定を含む）


	　平成２０年○月○日

	代表者役職・氏名


	　○○○の会（○○市管内の有機農業者グループ）

代表　○○　○○


	組織の概要



	１　○○市管内の有機農業の振興を目的として設置
２　協議会は、○○市、○○○の会（○○市管内の有機農業者グループ）、○○市農業委員会、ＪＡ○○、○○普及指導センターで構成
３　○○市管内では、○○名程（平成○○年）の有機農業者が、主に○○、○○、○○を栽培し、○○、○○等に出荷・販売。今後、○○等からのニーズに応えるため、さらに有機農業者を育成・確保し、○○、○○の生産の拡大・定着を図ることが課題。

	これまでの提案事業に関連する取組状況



	１　協議会を構成する○○○の会（○○年に結成）は、有機農業の参入希望者の受入れを自主的に行い、技術指導、販路のあっせんを実施。これまでに、○○名が有機農業者として独立。また、消費者の有機農業に対する理解と関心を増進するため、○○○、○○○などの活動を○○年から実施。
２　協議会を構成する○○市、ＪＡ○○では、○○○交付金や○○○対策などの国の補助事業とともに、県、市の単独事業（○○○事業、○○○事業ほか）を活用して、有機農業者等を積極的に支援。

３　協議会を構成する○○普及指導センターでは、有機農業に関する技術の普及指導体制の整備を検討中。平成２０年度より、有機農業担当の普及指導員を配置し、○○○の会と協働して、○○、○○などの技術の実証に取り組む予定。


申請時に協議会を設立していない場合は、構成員となる予定の団体で申請して下さい。





申請時に協議会を設立していない場合は、構成員となる予定の団体で申請して下さい。





国が申請書の内容等について照会する場合に対応できる方としてください。なお、必ずしも市町村や県の職員を担当者とする必要はありません。





申請時に協議会を設立していない場合は、設立予定の協議会の名称を記載し、その後ろに「（予定）」と記載して下さい。





申請時に協議会を設立していない場合は、設立予定の年月日を記載し、その後ろに「（予定）」と記載して下さい。





申請時に協議会を設立していない場合は、代表に就任予定の方の役職・氏名を記載し、その後ろに「（予定）」と記載して下さい。なお、協議会の代表は、必ずしも市町村や県から選定する必要はありません。





申請時に協議会を設立していない場合は、設立予定の協議会について記載して下さい。





協議会（又は設立予定の協議会）の構成員の活動状況などを記載して下さい。なお、本欄は、応募者が事業実施主体としてふさわしいかの評価の対象になると考えられますので、必ず記載するようにして下さい。





記　載　例





記　載　例
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